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　1973年9月25日に，いわゆる「筑波大学法」（正確
には「国立学校設置法等の一部を改正する法律」）が，
参議院本会議で可決され，成立した。
　本法は，学校教育法，国立学校設置法，教育公務員
特例法のそれぞれ一部改正という形をとり，従来の大
学のあり方に大きな変革を加える内容をもつもので・
5力条と「付則」からなっている。
　以下，その性格はまさに“新大学管理法”というに
ふさわしい本法の問題点を，憲法が保障する大学自治
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の観点から明らかにしてみたい。
　まず第1の問題点は，本法では，「学教法」53条を
改正し，これまでの大学における教育・研究の基本組
織である「学部」にかわって，大学には「学部以外の
教育研究上の基本となる組織を置くことがでぎる」と
し，この「組織」を法律上の取り扱いとしては「学部」
に含まれるものとしていることである（「学教法」87
の2）。
　ここで問題になることは，「学部」にかわる「組織」
についてなんら具体的要件の定めはなく，ただ，「教
育研究上の目的を達成するため有益かつ適切である場
合」となっているだけであるので，法律上どのような
「組織」でもよいことなり，しかもこの「組織」が
「有益かつ適切である」かどうかの判断は，認可権を
もつ文部省にゆだねられていることである。これは，
結果として，大学の自主的改革の道をとざすのみなら
ず，文部省の意向にそった「組織」のみをつくり出す
ことになる。
　この点，筑波大学の場合には，「設置法」の改正に
より，「学部」にかわる基本的な教育組織として「学
群」，また研究組織として「学系」がつくられること
になる。この構想は，「教育」と「研究」との機能的
な分離をめざし，従来の「学部中心主i義」的大学運営
を変革するものである。
　しかし，「教育」と「研究」とは単純に分離される
べきではない。あえて両者を区別しようとすれば，大
学の目的遂行（学教法52条）に反する結果となり，教
育・研究の自由と自主性は失われ，学問自体の発展も
期待しえないことになる。
　第2の問題点は，学長を中心とする執行機関に権限
を集中させた管理運営体制を確立していることであ
る。つまり，広範囲の強大な権限をもつ副学長制をも
うけることによって，学長が大学全体をコントロール
するしくみを意味する。
　第3の問題点は，「学外の適切な意見を大学の管理
運営に的確に反映させる体制をとる」ためとして，参
与会制度を導入したことである（「設置法」7条の3・
1項）。参与会の設置は，これまでの大学構成員の自
主・独立による「大学の自治」を根底から否定するも
のであることをわすれはならない。
　第4の問題点は，これまで「大学の自治」の中核と
もいうべき教員人事権は，学部教授会がもっていた
が，筑波大学については，これを人事委員会の権限に
移すことになっていることである。（教特法25条1項
1号・5号）。もともと，教員人事が学部教授会にある
ことの趣旨・目的は，1つには，学問の自由・思想の
自由という「憲法上の要請」にもとつくものであり，
また1つには大学教員の高度な専門性のゆえに，専門
家集団たる教授会の自主的判断に委ねるのが合理的で
あるという「職業上の要請」にもとついている。とこ
ろが，筑波大学では，この人事権を教授会からとりあ
げ，管理者集団たる人事委員会に与えている。これは
前述の2つの趣旨に全く反しているといえよう。
　以上の諸点からみて，「筑波大学法」はきわめて問題
のある法律であるといえる（なお本法の中には，学生
の自治や職員の位置づけについては一切ふれていな
い。それゆえ，これらについても大いに問題があるが，
ここでは省略する）。
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